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基本情報 地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 4,988 k㎡

人口 5,096,883 人

公立中学校数 321 校

公立中学校生徒数 132,529 人

部活動数 4,002 部活

都道府県の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

都道府県の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

【福岡県の現状】（令和６年１１月 ５８市町村へのヒアリング結果より）
○ 福岡県内の５８市町村における部活動改革に係る進捗状況は以下のとおりである。

○ 市町村における地域移行に関する課題

○ 本年度、実証事業に取り組んでいる市町村は以下のとおりである。

○ 改革推進期間の２年目となることから、各市町村がそれぞれの実情を把握し、それに応じた部活動
改革が徐々に推進されている。

【課題】
● 市町村における部活動改革への取組の差の表出（改革の取組への意識の差、地域間の差 等）
● 持続可能な地域スポーツクラブを運営していくための恒久的な財政支援
● 改革推進期間終了後（令和８年度以降）の県の具体的な方向性の提示

協議会の実施
【実施済み】
３６市町村

【実施予定】
７市町村

【未定】
１５市町村

推進計画の作成
【作成済み】
１８市町村

【作成予定】
１４市町村

【未定】
２６市町村

兼職兼業の方向性
【許可済み】
１２市町村

【許可予定】
２５市町村

【未定】
２１市町村

受益者負担
【実施している】
１２市町村

【実施していない】
３３市町村

【検討中】
１３市町村

・指導者の量と質の確保 ・財源の確保 ・受益者負担の金額 ・困窮世帯への支援
・活動場所の確保 ・保護者及び地域住民への周知 ・移動手段の確保 等

１２市町村（大野城市、宗像市、福津市、宇美町、篠栗町、須恵町、久山町、宮若市、中
間市、小郡市、豊前市、桂川町）
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（都道府県における推進体制図）

令和６年 ４月 ・部活動の地域移行担当者会➀

令和６年 ６月 ・福岡県スポーツ指導者研修会兼福岡県

スポーツリーダーバンク登録指導者研修会

令和６年 ７月 ・地域スポーツクラブ活動WG➀

・部活動の地域移行担当者会②

・福岡県部活動セミナー「地区セミナー」

令和６年 ８月 ・部活動改革協議会➀

・市町村進捗状況調査➀

令和６年１０月 ・市町村実地調査（ヒアリング）

令和６年１１月 ・体育・スポーツ協会イノベーションカレッジ

・部活動の地域移行担当者会③

令和６年１２月 ・地域スポーツクラブ活動WG②

令和７年 １月 ・地域スポーツクラブ活動WG③

令和７年 ２月 ・部活動の地域移行担当者会④

部活動改革協議会②

市町村進捗状況調査②

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・地域スポーツクラブ活動体制整備事業に関すること
・部活動改革協議会に関すること
・部活動改革の周知・啓発に関すること

◉首長部局
・指導者の確保に関すること
・運営団体・実施主体の確保・育成に関すること
・関係団体・大学、企業等との連携に関すること
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取組内容

2.実証内容と成果

【部活動の地域移行に関する担当者会】

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

〇 ４回実施（４月、７月、１１月、２月）

※オンライン及び参集にて開催

〇 各市町村の実態の把握

〇 具体的な支援策の検討

〇 国県の部活動の地域移行に係る取組や各

管内における進捗状況を共有と円滑な地域

移行に向け、成果や課題等についての意見

交換

〇 各市町村の協議会への参加、実地調査

【福岡県部活動改革セミナー「地区セミナー」】

各市町村が目指す姿（方向性）も具体化

（マンダラチャートの活用）。

〇 ６教育事務所を２つ合同で実施

（３日間）

〇 参加者によるワークショップ（協議）の機会

を設定

＜実際＞

〇 地域連携を見据えて合同で協議

〇 先進地域の取組を学ぶために情報収集の実施

【地域スポーツクラブWG】

〇 令和８年度以降の方向性を検討するため、

毎回協議の柱を立て協議を実施

〇 参加者

・スポーツ局 ・県教育委員会

・スポーツ協会 等

〇 ４回実施（７月、１２月、１月、３月）

［協議の柱］

〇 指導者の質の保障と量の確保

（指導者養成講習会 等）

〇 地域クラブ活動の在り方

（地域クラブの要件 等）

【令和8年度以降の方向性の検討】
〇 「最終とりまとめ」および各市町村の実情を踏まえ、
地域移行の進捗状況や課題を整理した上で、令

和8年度以降の具体的な方向性を決定する。

【セミナーの開催と専門的支援の強化】
〇 各市町村の実情に応じた支援を行うため、セミナー
等を開催し、地域移行に精通した講師を招聘する。
〇 セミナーでは、地域移行の具体的な手順や成功
事例を共有し、実務レベルでの理解を深める機会と
する。
（例）財源の具体的な確保方法
補助金の活用、独自財源の確保、民間資金の導
入などについて、専門家による講演を実施する。

取組事項 取組の成果

取組事項 取組の成果
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2.実証内容と成果
ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【質の保障に関する取組】
〇 県スポーツ振興センター主催研修会として３回実施した。

〇 各関係組織・団体へ案内の協力を依頼し、多くの指導者が受講できるようにした。

【量の確保に関する取組】
〇 退職者協会の会合に出向き、リーダーバンクの説明を行った。

〇 県内の大学、トップチームに訪問し、説明と関係者への周知依頼を行った。
〇 各種研修会において登録及び活用について説明した。

〇 令和４年より登録者数の増加に取り組んできた（２９名の増加）。

158名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

20代 11名

30代 13名
40代 24名

50代 29名
60代 36名

70代以上 42名
未記入 3名

人材バンクの年齢構成

種目 資格有無

【福岡県スポーツリーダーバンクへの
登録者数の充実】

登録者の増加に向け、登録への広報
活動や研修会との連携を図る。

〇 野球 ２０名

〇 水泳 １５名

〇 陸上 １３名

※競技によって人数の偏りあり
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【人材バンクの年齢構成】

（１）JSPO公認スポーツ資格取得者

７４名（４７％）

（２）その他資格取得者

６９名（４４％）

・教員免許 ・健康運動指導士
・障がい者スポーツ指導員
・各競技審判員 等

（３）資格未取得者

１５名（９％）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

【福岡県スポーツ指導者研修会

兼福岡県スポーツリーダーバンク登録指導者研修会】

○ テーマ ： 「インテグリティと向き合う～新たな時代を見据えて～」

○ 講 師 ： 東海大学 体育学科 スポーツレジャーマネジメント学科

教授 勝田 隆 氏

○ 対 象 ： (公財)日本スポーツ協会公認スポーツ指導者、

福岡県スポーツリーダーバンク登録指導者、

地域スポーツ指導者

(スポーツ推進委員、総合型地域ＳＣ指導者)、

スポーツ行政担当者、スポーツ指導者を目指す者

○ 目 的 ： 指導者の資質の向上を図るとともに、本県におけるスポー

ツの普及・振興に寄与する。

○ 工夫した点：

インテグリティを切り口とし、参加者がどの競技やどの年代でも大切

にしなければならない考え方に触れられるよう、構成を組み立てた。

指導者研修の内容

今後の課題と対応方針

・ 指導者として深く考えて行動を

しないといけないと思った。

・ 言葉の意味と現場での実際を

すり合わせた内容だったので、

今後の指導に生かしていきや

すい内容だった。

・ 子どもたちに伝えていきたいこと

が多く学べた。本質を確認する

良い機会になった。

・ 今後の指導の中でインテグリティと向き合い、意味のある指導に繋げてい

けるようにしたい。

・ インテグリティ、大切にしていること、プロフェッショナルについて深く考え、追

求し、学んでいくことの大切さについて学んだ。今後の指導活動に生かし

ていきたい。

受講者の声

指導者研修の参加実績

○ 開催日 ： 令和6年6月23日（日）

○ 開催回数 ： １回

○ 参加人数 ： 132人

○ スポーツ指導上の課題となっているテーマを設定し、指導の工夫・改善

に直結する内容を仕組むこと。

○ 幅広く指導者を養成・確保するため、新たに県内の大学や企業などに

対し指導者養成の協力を得ること。

＜研修会事後アンケートより＞

【参加者アンケート結果】
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取組内容

2.実証内容と成果

【福岡県総合型地域スポーツクラブ
連絡協議会総会】

○ 開催日 ： 令和6年6月2日(日)
○ 参加人数 ： 60名
○ 講演テーマ：
「学校部活動の地域移行を契機と
した子どもたちの持続可能で多様

なスポーツ環境の整備」
○ 講師 ： NPO法人希楽々

理事長兼GM 渡邊 優子 氏
○ 事例紹介者：北九州スポーツクラブ

ACE 上村 将輝 氏

総合型地域スポーツクラブとして、部活動の地域移行に積極

的に取り組んでいる新潟県村上市の事例をもとに講話いただ

いたことで、参加者自身が「できること」と「できないこと」を整理

すること、多くの関係者を巻き込んで議論を進めていくこと、納

得するまで議論することなど、実際に進めていくうえで大切なこと

について実例を元に理解することができた。

また、県内のクラブで部活動の地域移行に取り組む事例の紹

介も行ったことで、より具体的に部活動地域移行における総合

型地域スポーツクラブの役割について理解を深めることができた。

部活動の地域移行において、市町村や地域ス

ポーツクラブの実態によって課題が異なるが、総会

の中で、それぞれの実態に応じた課題についての

アプローチができなかった。

講話後にグループ協議を設定するなど、参加者

同士や講師との交流の時間を設け、それぞれの

課題解決のヒントを得

られるよう、改善を図る。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果 今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項 取組の成果 今後の課題と対応方針

【福岡県スポーツ推進委員協議会

市町村代表者会】
○ 開催日 ：令和6年6月30日（日）
○ 参加人数 ： 89名
○ 講師：高尾 公秀氏
(長崎県スポーツ推進委員協議会

副会長兼長与スポーツクラブ事務局長)

○ 講演テーマ：

「長与町の部活動地域移行について」
○ グループ協議テーマ：
「地域移行におけるスポーツ推進委員
の役割」

市町村の部活動改革協議会構成員として活躍

するスポーツ推進委員が、他市町村に対し助言や

支援を行うことができるよう、県が主催する各種研

修会での活用を図る。

県が作成する次年度の部活動改革の方向性

(ロードマップ)をスポーツ推進委員にも周知すること

で、スポーツ推進委員協議会が主催する部活動の

地域展開に係る研修会がより効果的になるよう、

支援を行う。

長与町でスポーツ推進委員として活躍される方を招聘したこ

とで、具体例を通して参加者自身が、部活動地域移行の課

題解決の仕方やスポーツ推進委員としての関わり方について考

えることができた。また、協議や質疑応答を位置付けたことで、

運動部活動を地域スポーツ活動

に移行させるまでの合意形成プロ

セス、保護者、学校、企業、行政

の連携や取組みなどを、自らの市

町村の現状と照らし合わせながら

学ぶことができた。
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取組内容

2.実証内容と成果

【福岡県体育・スポーツ協会イノベーションカレッジ】

〇 目的

喫緊の課題である「運動部活動の地域移行」を

推進するため、各地域での悩みや疑問、課題を

共有し、その解消・解決に向けた協議等を行い、

各地域に合った方向性を検討する。

〇 講演

「子どもたちの望ましいスポーツ環境の構築」

〇 講師 立教大学 スポーツウエルネス学部

教授 松尾 哲矢 氏

〇 ディスカッション

（人材の確保、財源の確保、活動場所の確保、

受け皿団体の確保、運営体制について、部活動

改革への理解促進について）

〇 参加者

約50名

（郡市町村体育・スポーツ協会、市町村ス

ポーツ主管課、市町村教育委員会、ス

ポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ、

スポーツ推進委員 等）

〇 参加者の声

・ディスカッションにより、各市町村が抱える課

題について、前向きに解決する方策を検討

できた。

・近隣市町村の進捗状況についても話がで

き、危機感を感じた。

今後も、県スポーツ局や県スポーツ協会と連携して、部活動開改革を推進するため、年一回実施する。

地域によって、部活動改革の進捗状況に差が出てきているため、これらのことも考慮したうえで、研修会の構成を考える必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化②

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等➀

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組の成果

今後の課題と対応方針

「シミュレーター」の作成においては、福岡県中学校体育連盟が実施して

いる「中体連運動部活動加入状況調査」の数値を基に算出している。

福岡県中学校体育連盟が主催する大会において、令和６年度では約

１８０チームの登録があり、既に学校部活動から地域クラブ活動に移行

した団体の登録もある。

これらの情報についても、今後は検討していきたい。

また、少子化により、毎年、多くの自治体において生徒数が減少していき、

学校の状況は変化していく。

そのため、今後も継続的に毎年データを更新し、各郡市体育・スポーツ

協会をはじめとするスポーツ関係機関に対し提供していく。

各自治体が部活動の地域移行を進める際に必要となる予算を
試算できる「シミュレーター」を作成し、協議会等の検討資料として
提供した。
この資料では、市町村名を選択すると、その自治体の生徒数・
部活動種目・部活動加入者数などの情報が自動的に表示され、
新たに設立すべき地域クラブの数を具体的に検討できる仕組みと
なっている。さらに、算出された地域クラブ数を基に、会費・指導者
謝金・保険料などの数値を設定することで、収支の持続可能性を
シミュレーションすることが可能となった。
この資料は、郡市（町村）スポーツ協会等の研修会や県内６
地区教育事務所駐在のスポーツ担当職員を通じて市町村へ配
布し、実際に活用された結果、「現状の数値が可視化され、地域
移行に向けた具体的な検討が進めやすくなった」との意見が寄せら
れた。

○○市

【シミュレーターの作成】
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

●今後に向けて

本県では、令和５年３月に策定した「福岡県における地
域クラブ活動の構築に向けたガイドライン」に基づき、「生徒
にとって望ましい『地域クラブ活動』の構築」を目指し、各市
町村の実情に応じた段階的な部活動の地域移行を推進

してきた。
この取組を進める中で、各市町村の進捗状況を把握す
るための調査を実施し、その結果として「指導者の量の確保
と質の保障」「財源の確保」「運営団体等の在り方」が喫緊
の課題であることが明らかになった。これを受け、本県では、
学識経験者や総合型地域スポーツクラブの代表者など25

名で構成される「部活動改革協議会」を設置し、各市町
村の実情に沿った支援策の検討を進めてきた。
さらに、各市町村が地域移行を円滑に進められるよう、
「部活動改革セミナー『地区セミナー』」を開催し、課題の共
有や支援策の周知を行った。これにより、自治体ごとの移行
プロセスに寄り添った支援体制を構築することができた。
本事業を通じて、地域クラブ活動の受け皿づくりや支援体
制の整備が進展した一方で、依然として「持続可能な指導
者の確保」「財源の確保」等の課題が残されている。
今後は、これらの課題に対して、指導者の養成や派遣制
度の構築、継続した補助事業の実施を進めるとともに、各

市町村が持続可能なスポーツ環境の整備ができるよう、県
としての方向性を示す必要があると考える。
また、関係課・団体と連携しながら、生徒にとって最適な
地域クラブ活動の構築に向けた取り組みを推進していく。

(1) 県としての方針の明確化
令和８年度以降の方針を策定するため、「地域スポーツクラブ活動WG」を開催
し、関係課・団体と協議する。

(2) 指導者の確保と質の保障
関係課・団体と連携を密にし、希望する指導者を派遣するシステムを構築するとと
もに、研修会を通して質の保障を図る。

(3) 財政支援の実施
市町村が開催する協議会に係る費用を一部県費より補助する。

(4) 児童生徒・保護者・教職員へのアンケート調査
次期ガイドライン策定に向けてアンケート調査を実施し、児童生徒等のニーズを把
握するとともに、声を反映させた地域クラブの在り方について検討する。

＜R6.11調査より＞

目
標
値

協議会の設置済み市町村率
（100％）

休日の部活動を地域クラブ活動へ移
行（すべてもしくは一部）する市町
村（50％）

現
状
値

対
応

「未定」の自治体には、ヒアリング等を
行い、設置に向けて伴走支援を行う。

「未定」の自治体には、移行に向けた
先進地域のロードマップ等を提供し、
見通しをもたせる。

62.1%

12.1%

25.8%

設置済み 設置予定 未定

27.4%

72.4%

移行（すべてもしくは一部） 未定
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【福津市】 【篠栗町】

【桂川町】 【宗像市】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●構成員

学識有識者 校長会代表

総合型CS代表 等 25名

●内容・工夫点

＜内容＞

・「福岡県部活動改革推進

計画」等の策定及び「福岡

県部活動の在り方に関する

指針」の改訂に向けて

・本県中学校、高等学校に

おける部活動の在り方と適

切な運営について検討

＜工夫点＞

・会ごとに協議の柱を設定し、

各市町村への支援策等を

協議

●目的

学校と地域が連携・協働し

た新たな活動の在り方を構

築していく必要があるとの考

えのもと、子供たちがスポー

ツ・文化芸術に継続して親

しむことができる機会の確保

を行うために作成。

●内容

［政策課題➀］

〇多様なスポーツ機会

（国際交流、合宿、小中

高連携）を実施し、手引

書を作成

［政策課題⑥］

〇大学・企業等によるコン

ソーシアムを設置して指導

者を養成し、希望する市町

村へ派遣

［政策課題⑧］

〇労務管理等を一元化

するアプリを開発し、希望す

る市町村へ無償で提供

令和４年度

アンケート実施

令和５年 令和６年

ガイドライン
作成

●経過

R5年度は３市町、R６年

度は１２市町が実証事業

を希望。各市町と連携を密

にし、実情にそった課題解決

に努める。

●内容（R6年度）

・近隣町との広域連携

（宮若市）

・５中学校の１つの部活動

を完全移行（小郡市）

・１中学校の全部活動を完

全移行（大野城市）

・市内各部活動を地域クラ

ブ化（福津市）

●対象

・県域中学校の教職員

・保護者 ・生徒 等

●内容

・指導に対する自信

・部活動指導に係る課題

・指導への満足度

・地域移行に対する考え

等

福岡県部活
動改革協議
会の設置

実証事業
開始

重点地域事業
採択
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

◇県や市町村のロードマップ（出典：福岡県における地域クラブ活動の構築に向けたガイドライン（令和５年３月 ）

福岡県における地域クラブ活動
の構築に向けたガイドライン



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

福岡県 豊前市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

福岡県豊前市

0979-82-8067

学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

現在、少子化に伴い、各学校のクラブ活動運

営数が減少し、一部は合同部活動で運営して

いるものの、廃部となったクラブ活動も少なくない。

併せて近郊には、スポーツクラブチームも少なく、

送迎面や高額な会費等の問題もあり、子供たち

がやりたいスポーツが出来ない状況が進んでいる。

結果、子供たちの選択肢が狭められ、スポーツ

自体を選択しないことが予想される。

以上の状況から中学校部活動の再構築は急

務であるが、豊前市では、現在、学校再編成を

進めており、中学校4校から２校（うち１校は

義務教育学校（小規模特認校））になる予

定である。この再編成に合わせ、既存のクラブ活

動の充実と新たなスポーツ種目はもとより、近年

廃部となった種目の再開のため、再編時に出来

るだけ子供たちがやりたいスポーツを選択できる

環境づくりを整備するものである。

【課題】

小規模校のため、現在、団体スポーツができな

い学校もある。また、少子化が進んでおり、学校

再編成により中学校を統合しても、将来的には

中学生の数が今よりも減少することが予想される。

面積 111.01 k㎡

人口
23,276 人

（令和7年1月31
日現在）

公立中学校数 4 校

公立中学校生徒数
507人

（令和6年5月1日
現在）

部活動数 25 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定予定

1,512 1,536 1,313 1,286 1,107 
672 607 581 462 507 

2,184 2,143 1,894 1,748 1,614 

0

2,000

4,000

H16 H21 H26 R1 R6

児童・生徒数の推移

（出典：学校基本調査）

小学校 中学校 合計

学校ごとの生徒数の推移
H16 H21 H26 R1 R6

八屋中 245 221 218 191 248
角田中 73 57 40 31 26
千束中 301 289 281 197 196
合岩中 53 40 42 43 37
計 672 607 581 462 507
（出典：学校基本調査）
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会（学校教育課）

・中学校との協議、調整

・検討協議会の運営事務

◉教育委員会（生涯学習課）

・地域スポーツ団体との協議、調整

・地域スポーツクラブ（受け皿）の設立等に関する協力、調整等

・検討協議会の運営事務

豊前市教育委員会
（学校教育課・生涯学習課）

豊前市立中学校の
部活動改革検討協議会
地域移行に関する協議・検討
を行う
委員：市・中学校長・ＰＴＡ
・スポーツ団体等代表の14名
で構成

市内中学校(4校)
現部活動の主体
として地域移行実
施に向けた協力や
協議に参加

地域スポーツクラブ
地域移行の実施
主体となる団体と
して、既存クラブ
（新たなクラブ設立
を含む）などの協
議に参加

協議等

令和６年６月～令和７年２月

協議・打ち合わせ（随時）

〇学校担当・スポーツ担当の協議

〇スポーツ協会やその他団体との協議

先行する地域クラブ活動の実施（3部活動）

運営
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 2 校 実施した地域クラブ総数 3 クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 3 クラブ（3 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） 0 クラブ

全体の指導者数 3 人 全体の運営スタッフ数 ー

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団
体種別

種目 実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

千束中学校
男子バスケッ
トボールクラ
ブ

市区町
村運営
型

男子バスケッ
トボール

月4～5 回程
度

休日の
午前中

1年 4人
2年 6人
3年 5人

令和６年
9月～

千束中学
校体育館

1 人 該当なし なし
中体連：部
活動

千束中学校
女子バスケッ
トボールクラ
ブ

市区町
村運営
型

女子バスケッ
トボール

月4～5 回程
度

休日の
午前中

1年 3人
2年 3人
3年 1人

令和６年
９月～

千束中学
校体育館

1人 該当なし なし
中体連：部
活動

合岩中学校
剣道クラブ

市区町
村運営
型

剣道
月4～5 回程
度

休日の
午前中

1年 1人
2年 3人
3年 2人

令和６年
９月～

合岩中学
校体育館

1 人 該当なし なし
中体連：部
活動

③その他、体験会やイベント等の開催実績

●特になし
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運営にあたっての役割
○教育委員会
指導員の派遣、その他指導者の謝礼支払いなどの事務を行う

○各中学校
活動場所の確保、用具の貸出、生徒への周知、平日の部活動との
指導内容のすり合わせなど

主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

バスケットボール（男女）、剣道

運営団体名 豊前市教育委員会

期間と日数 月４～５回程度

指導者の主な属性 部活動指導員

活動場所 中学校体育館

主な移動手段 徒歩、自転車

１人あたりの参加会費
等（年額）

なし

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●活動概要

指導者派遣

豊前市教育委員会 千束中学校 合岩中学校

※教育委員会が運営主体となり、
　指導者の派遣、その他指導者の
　謝礼支払いなどの事務を行う
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取組内容

2.実証内容と成果

運営団体や実施主体の整備、

また、運営・実施に当たっての必

要事項（組織形態、規約整備

等、指導者謝礼、会費ほか）に

ついての検討を行う。

市のスポーツ協会や既存のスポーツ団体などへ部活動改革の必要性について、団体の会議など機会があるごとに

説明し、一定の理解を得ることはできた。中学校においても地域移行の必要性は認識している。しかし、運営団体

や実施主体となると経営面の不安や指導者の不足、中学生への指導の不安などもあり、引き受ける団体がなく、

なかなか具体的な議論が進まなかった。また、コーディネーターの人選ができず、関係者との調整もなかなか進まな

かったため、部活動の受け皿となる団体の確保には至らなかった。

そのため、まずは教育委員会が運営主体となり、指導者の派遣や謝礼の支払いなどを行い、中学校には部活動

と同じ状態で活動ができるよう、場所と用具の提供を行っていただき、地域移行に取り組んだ。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

コーディネーターの人選ができず、設置ができなかった。 中学生への指導者不足、また市内のスポーツ団体の経営体力が厳しい

面もあり、受け皿となる団体がなかなかない。コーディネーターの人選を急

ぎ、コーディネーターの調整の下、引き続き関係団体との協議を進める。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保 ／ ウ：関係団体・分野との連携強化

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項（イ）

今後の課題と対応方針

指導者に関する取組については、実施できなかった。

取組の成果（イ）

以前サッカークラブの意見交換の中であった、指導者についての課題

（小・中学生での指導方法の違い、指導者も働いているため休日の指導

ができるのかなど）解消ができていない。また、クラブの運営に対する金銭

面の不安等も意見としてあった。しかし、別の種目では受け皿となっていた

だけるクラブもあり、今後も引き続き協議を進める。そのほかのスポーツ団体

とも同様の協議を進め、地域移行による生徒の受け入れや指導者の派遣

などの可能性を探り、また個人での指導者を募集するなど、指導者を確保

する取組を行っていく。

関係団体と連携し、スポーツ種目別の指導者リストの作成する。

取組事項（ウ）

運営主体や受け皿となる団体の発掘、指導者となりうる人材の確保な

どを行うため、スポーツ協会や各種スポーツ団体と連携を図る。

昨年度に引き続き、スポーツ団体関係者との協議をおこなってきた。協

議の中で地域クラブへの移行の申し出のあったクラブもあったが、細部の

協議にまでいかなかった。

取組の成果（ウ）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

アンケート結果からニーズの高いスポーツのうち、バスケット・バドミントン・

ダンスについては部活動若しくはスポーツクラブが存在するが、サッカーにつ

いては以前部活動があったが、生徒数の減少により数年前に廃部となっ

ており、地域にサッカークラブもない。その廃部となっていたサッカーについて、

新たな地域クラブの設立について検討していたが、小学生対象のサッカー

クラブはいくつかあるが、中学生への指導方法の違いや指導者数の少なさ

がネックとなり、地域クラブ設立には至らなかった。地域移行ではないが、

将来的に地域クラブ化を見据えたところで、中学校に部活動としてまずは

立ち上げることとした。

取組の成果

今後の課題と対応方針

本市はすべて小規模校で、生徒数も年々減少しており、現状の部活動

を維持するのも難しい。

令和９年度に中学校３校を再編成し、新中学校１校が開校の予定

である。１校に再編成されるため生徒数も増加するので、これまで限られ

た生徒数ではできなかった種目ができるよう、学校と協議を行うとともに、開

校時から休日の部活動の地域移行ができるよう協議を進める。

取組事項

昨年度、小学5・6年生（回答率77.1%）及び中学1・2年生（回

答率38.9%）にアンケートを行った。小学生が現在やっているスポーツと

して「水泳（16.7%）」「ダンス（14.9%）」「サッカー（13.0%）」の

順に多く、また中学生になったらやってみたい部活動として、「バスケットボー

ル（15.8%）」「バドミントン（14.7%）」「ダンス（14.7%）」「サッ

カー（12.0%）」の順に回答が多かった。また、中学生が部活動に入っ

ていない理由として「やってみたい活動がない」が59%と半数を超えている。

このアンケート結果に基づき、ニーズの高い新たな地域クラブ設立に向け

た検討を行う。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

取組の成果

令和9年度以降は新中学校の施設で休日の部活動を行う予定であるが、

新しい種目のクラブが増えれば、場所が不足する恐れがある。学校再編後

の廃校となる学校跡地については令和６年度より跡地利用の協議が始

まっており、跡地利用の方針が決まれば、跡地のグラウンドや体育館の利

用、優先使用の検討を行う予定である。

学校施設や公共施設の有効利用と優先使用について、検討する。

令和９年度に学校再編成を行い、3校の中学校を1校に再編成する。

その新中学校の設計がおおよそ出来上がり、再編以降は新中学校を主に

地域クラブの場所として活用することで検討を進めている。今の中学校で

行われている部活動については、新中学校でも引き続き行う予定であり、

地域移行した場合でも新中学校の中で場所は確保できる見込みである。

しかし、新しい種目が増えると場所が不足する恐れもあるため、跡地や既

存の公共施設の優先利用について、新しい種目の検討と合わせて行って

いく必要がある。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

行政が丸抱えするのではなく、持続可能な地域クラブとするために、地域団体による

運営や実施を目指して、今後とも協議を持続していく。また、団体でなくても個人でも

指導者となりうる人材の確保も合わせて進める。

これらの協議をスムーズに進めるためにもコーディネーターの人選を急ぎ、学校再編成

により新中学校ができる令和９年度には、少なくとも休日の部活動が地域スポーツクラ

ブへと移行できるよう協議・実施を進める。

●今後に向けて

令和５年度に部活動改革検討委員会を設置し、

令和６年度は具体的に部活動の地域移行を進める

予定であったが、運営主体・実施主体となりうる地域

のスポーツ関係団体との協議がなかなか進まなかった。

運営主体・実施主体ともに、「運営できるだけの人が

いない」「指導者がいない」「働いている指導者も多く、

これ以上時間がとれない」など、人材不足が課題とし

て挙げられている。

運営主体・実施主体がないこともあり、まずは市教

育委員会が運営主体となり、実施は中学校の部活

動＝地域クラブとして始めてみることにした。指導者は

市教育委員会からの派遣という形をとった。まずは地

域クラブを始め、形をつくり、それを地域団体等へ移

行することができないか、協議しているところである。

令和６年度は、市教育委員会が運営主体となり、指導員を派遣することで、先行

の地域クラブ活動を始めることはできた。しかし、行政主体による運営ではなく、地域団

体による運営を目指しており、今後も関係団体との協議が必要である。

また、調整役であるコーディネーターの人選ができなかったこともあり、中学校や各ス

ポーツ団体との協議がなかなか進まず、地域スポーツクラブ活動への移行がほとんど進ん

でいない。関係スポーツ団体も地域移行の必要性は感じているが、運営主体だけでな

く実施主体についてもなかなか引き受け手がない。
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●検討協議会の設置

委員：14名

組織：豊前市教育委員会

市内中学校校長

PTA連合会

市スポーツ協会

地域スポーツ団体

市ｽﾎﾟｰﾂ推進審議会

市ｽﾎﾟｰﾂ推進委員会

スポーツ指導員

地域活動指導員

●これまでの経過

部活動改革に関する国・県の

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ、豊前市の中学校部

活動の現状、今後のｽｹｼﾞｭｰﾙな

どを説明し、情報共有を行った。

●ステークホルダー

中学校、スポーツ協会、各スポーツ団
体、市教育委員会

●経過

令和５年度より検討会を設置し、

運営主体や実施主体について、検

討を進めてきた。

●実施にあたって生じた課題

運営主体について、総合型地域ス

ポーツクラブやスポーツ協会などを検

討してきたが、団体における人材不

足もあり、運営の受託にいたらない。

また実施主体についても、指導者不

足や指導方針の相違などにより、な

かなか受け皿となっていただける団体

がない。

●実施内容、工夫した点 等

令和６年度は、市教育委員会が運

営主体となり、指導員を派遣するこ

とで、先行の地域クラブ活動を始めた。

令和５年

協議会設置、
検討開始

生徒、保護者へ
の説明

令和６年 令和７年 令和８年

受け皿団体や
指導者の選定、
拠点校の選定

学校現場との
調整

地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動
の拡大
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

豊前市教育委員会　部活動改革スケジュール

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

義務教育学校の開校 新中学校の開校 新小学校の開校

・協議会の立ち上げ ・協議会での協議・検討

・実証事業の実施 ・運営団体（地域クラブ活動の ・運営団体による運営

　　アンケートの実施 　統括を行う団体）の検討 　　個別の地域クラブの調整

　　先行種目の地域移行 　　市直営、任意団体の設立、 　　学校部活動との調整

　　改革の方向性の検討 　　既存団体への委託など 　　指導者の募集・育成

　　指導者の派遣

・地域移行する種目を増やす

　　受け皿となるクラブの検討

・新しい種目への取組

　　地域クラブチームの創設

・生徒・保護者への説明会 ・活動場所の検討

　　



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

福岡県中間市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

福岡県中間市

０９３-２４６-６２２４

生涯学習課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

グラフ等データ
※出典も要記載

グラフ等データ
※出典も要記載

面積 15.96 k㎡

人口 39,106 人

公立中学校数 4 校

公立中学校生徒数 963 人

部活動数 19 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定に向け準備中

福岡県の北部に位置する約４Km四方のコンパ

クトな市で、現在の人口は約４万人（市内４中

学校、総生徒数963人）。20年後には、人口が

３万人を割り込み、さらに少子高齢化が加速して

いくと予想されている大変厳しい状況の市である。

このような中、全部活動の加入率も減少し、令

和６年度の運動部活動は、野球、陸上(男女)、

サッカー、柔道、バスケットボール(男女)、女子バレ

ーボール、バドミントン(男女)、ソフトテニス、剣道(

男女)、卓球(男女)の10種目15部活動で、運動

部活動の加入者数は597名となっている。また、市

内４中学校の生徒数に偏りがあることから、生徒

数が少ない中学校では部員不足のため単独で部

活動が成り立たない、あるいは運動部活動そのも

のがないという状況になっており、多くの部活動が単

独校では成立しにくい状況となっているため地域展

開に向け取り組むこととなった。

地域展開に向けての最大の課題は、生徒・保護

者・教職員・地域等、これまで当たり前に実施され

ていた学校部活動からの急激な状況変化への理

解である（他校での練習やそれに伴う移動手段、

活動費の受益者負担等）であるとともに、長い歴

史をもつ学校部活動から地域展開に移行する際

のハレーション等である。

できる限り生徒・保護者・教職員・地域等が納

得いく形で地域展開の趣旨を踏まえた移行に取り

組んでいるところである。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

運営体制図

◉教育委員会

・学校教育課・・・学校部活動、連絡調整・関連取りまとめ、兼職兼業許可

・教育施設課・・・学校施設関連

・生涯学習課･･･地域クラブ活動運営事務局

◉首長部局

・現在のところ特になし

（今後、参画してほしいと考えている）

令和6年4月 教職員向け説明会

（地域展開全般）

令和6年4月 中体連・吹連登録

スポーツ保険加入等

令和6年4月 スポーツ（陸上）

地域クラブ活動開始

令和6年7月 第1回推進協議会

令和6年8月 教職員向け実施説明会

（諸手続全般）

令和6年10月 地域クラブ正式運用開始

令和7年1月 第2回推進協議会

令和7年3月 第3回推進協議会
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 ４ 校 実施した地域クラブ総数 ２ クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） ２ クラブ（２ 部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 ８ 人 全体の運営スタッフ数 ８ 人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団
体種別

種目 実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

中間市地域
クラブ（野
球）

直営 野球
月 ４ 回／
週 １ 回程度

休日の
日中

主に午
前

2年生11名
1年生10名

令和6年
10月～

学校等 ５人
５人
（内、兼務５
人）

0円／月
（＋スポーツ
安全保険）

部活動

中間市陸上
クラブ

直営 陸上
月 ４ 回／
週 １ 回程度

休日の
日中

主に午
前

3年生11名
2年生6名
1年生20名

令和6年
10月～

実質は令
和6年4
月～

学校等 ３人
３人
（内、兼務２
人）

1000円／
月
（＋スポーツ
安全保険）

地域クラブ

③その他、体験会やイベント等の開催実績

●特になし
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

野球、陸上

運営団体名
中間市地域クラブ（野球）
中間市陸上クラブ

期間と日数
野球：週1回程度
陸上：週1回程度

指導者の主な属性 兼職兼業教員

活動場所 学校等

主な移動手段 徒歩、自転車、送迎

１人あたりの参加会費
等（年額）

野球：円
（＋スポーツ安全保険加入費用）
陸上：円
（＋スポーツ安全保険加入費用）

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

運営体制図

●中間市地域クラブ 活動概要

●主任指導者 5 名

役割：実技指導、引率、報告書の提出 等

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

中間市地域スポーツクラブ運営体制図

【中間市地域クラブ】

【中間市地域クラブ事務局】

中間市地域指導者人材バンク
（仮）

指導員派遣 活動報告等

登録

参加申込

参加

地域
指導者

市内
中学生

指導

【種目別地域スポーツクラブ】
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取組内容

2.実証内容と成果

○中間市地域クラブ活動推進

協議会の目的達成のため設立

した中間市地域クラブで活動を

行う。実際の活動は各専門部

（競技）毎に、市内中学校に

在学する中学生を対象にして運

営する。

○教育委員会(生涯学習課)が

事務局となり、ICTを活用しなが

ら指導員との連絡調整を図る。

また、学校とは所管課などと連携

して取組を進めていく。

○当初4部活動の移行としていたが、移行準備が間に合わないことなどから2部活動(野球、陸上)の地

域クラブ移行を行った。

○地域クラブ移行時の指導の一貫性や中学生の混乱を防ぐ等の目的から、本市においては教員と現在

学校と関わりのある部活動指導員等が指導員を担った。この状況もあり、学校側も地域クラブの活動状

況を把握したいとの意見があったことから、市と学校が共用で利用出来る既存システムを活用し、月次報

告等の提出を行い管理に努めた。

○本導入に向け8月に教職員向け実施説明会を対面方式で行い、諸手続きの説明を行ったほか、事

務局への相談等が行いやすい環境作りに努めた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

事務局(市職員)が連絡調整を担っており、コーディネーターは不在。 地域クラブ移行を段階的に進めていく予定であり、次年度はより多くの部

活動が移行されることが予測される。また、今後地域指導者も増えてくる

ことから、連絡体制を構築し、より円滑な連絡調整が行えるようにしたい。
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取組内容

2.実証内容と成果

○地域クラブ移行時の指導の一貫

性や中学生の混乱を防ぐ等の目的

から、本市においては教員と現在学

校と関わりのある部活動指導員等

が指導員を担った。

○参加する中学生達への指導の一貫性及び混乱を防ぐことに重点を置き取り組んだため、当初は外部指導員の応募をかける予定であったが、指導方針

に一貫性が保てなくなる恐れがあったことから今年度は実施しなかった。

0009名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

10代 0000名

20代 0003名
30代 0004名

40代 0001名
50代 0000名

60代以上 0001名

人材バンクの年齢構成

・野球

・陸上

・柔道

種目

(陸上)日本陸上競技

連盟公認審判員S級、

高校生への指導歴40

年以上

(柔道)柔道競技指導

者ライセンスB級、指導

歴18年

など

資格有無登録者属性

全て教職員、部活動指

導員等の部活動関係者
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取組内容

2.実証内容と成果

○地域クラブ活動を行うまでの流れ（兼職兼業許可、地域クラブ指導

員への登録、実施までの諸手続等）を説明した。

○地域クラブ指導員としてのルールや事務処理の説明、報告書類の提

出方法などを説明した。

○怪我発生時の連絡体制やマニュアルについて説明した。

○体罰やハラスメント防止等の指導を行った。

○その他実務的な疑義、部活動の地域移行(制度や考え方)に関する

質疑応答を行い、参加者の理解を深めた。

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

○参加教員(兼職兼業でない)

「部活動の地域移行の制度そのものについて複雑で分からないことが多

かったが、今回の説明で制度に対する理解や、各地域によって実施方法

が違うことが分かった。」

○参加教員(兼職兼業)

「部活動における手当の出所が変わる程度の認識だったが、部活動とは

一線を引き、社会体育の範疇で実施することがようやく理解できた。」

受講者の声

指導者研修の参加実績

・開催日： 8月28日

・開催回数： 1 回

・参加人数： 約20人

地域クラブ指導員として従事予定の教員、部活動指導員、学校長、教

頭、地域移行に関心興味のある教員を対象として実施した。

（事務局及び学校所管部署による共同開催）

上記にあるように、部活動の地域移行に関心のある教員でも制度に対す

る認識が浅く、改革を進めていくにあたり学校側の理解や説明は必須で

ある。次年度以降、移行部活動数も増加することが想定されるため、根

気よく丁寧な説明を行い、理解を深めていきたい。
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取組内容

2.実証内容と成果

○学校と連携して進めていくため、

協議会に中学校長及び中体連

担当教員を参画している。また、

PTAにも取組について理解いた

だくため、同様に協議会へ各校

のPTA会長を参画している。

○九州共立大学と連携協定を

締結しており、大学生の講師派

遣について検討している。

○中学校校長やPTA会長が参画することで、学校間や関係者間での課題解決や意見交流が円滑に進み、よ

り詳細な協議を行うことが出来た。

○九州共立大学の協力は検討中の段階ではあるが、大学側とは協議を行い実施に向け調整中である。

○今後規模が大きくなっていく中で、スポーツ

協会等への委託も含めどのような実施方式

が適切か検討を行っていく必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

・特記事項なし

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

バス等の運行実績 バス等の運航経費・収入

・特記事項なし
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○各専門部毎でクラブ会員の技

術向上や、クラブ指導員の資質

向上のため、研修や教室を実施

する予定であったが、実施時期

の延期や地域クラブの当初予定

数からの減少に伴い、本年度は

実施しなかった。

○本市は連携協定を締結する

プロスポーツチームも多くあり、青

少年育成の観点からも上手く利

用して指導者のみではなく会員

の中学生の技術向上にも繋げた

い。

活動の詳細

○特記事項なし
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○地域クラブ活動に係る指導員の

報償費、スポーツ安全保険加入掛

金を負担している。

○地域クラブ会員(中学生)の月会

費及びスポーツ安全保険加入掛金

はそれぞれの競技別専門部で管理

している。

・指導者と会員生徒の連絡手段

・・・ googleフォームを利用（0円）

・事務局と指導者の連絡手段

・・・ 既存の中間市システムを使用（0円)

取組事項 地域クラブに係る経費

■イニシャルコストの分析

・会場使用料・・・学校施設を使用(0円）

・指導者謝金･･･2クラブ6名(計264千円)

・指導者保険料・・・6名(計12千円)

■ランニングコストの分析

今後の課題と対応方針

○地域クラブ指導員の業務内容に金銭管理も含まれており、移行期間に

おいては同様の方式を継続する。ただし、今後直営から運営形態等の変

更があれば、予算編成も含め見直す必要性があるため、検討していきたい。

○地域クラブ会員(中学生)の全国大会等上位大会出場時の補助金制

度の整備が進んでおらず、現在は部活動における上位大会出場時の補

助を適用しているが、早い段階での整備が必要である(本課にて社会体育

向けの補助金はあるが、中体連大会は対象外。また部活動の分と比べて

補助額が低い。）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

○移行期における練習施設等の確保に不安があったが、学校の協力のおかげで練習場所及び道具等を確保することができた。

取組の成果

○今後地域クラブ数が増えていくにあたり活動場所の懸念はあるが、現行

の部活動においても実施出来ていることもあり、調整は可能と思われる。

○学校施設に代わる施設利用は今後の問題として挙がるが、代替施設

がなく現状では中学校を利用していく。

○市内に活動実施出来る施設がなく、また施設利用にかかる予算も組ん

でいないことから、基本的には拠点となる中学校にて練習を実施した。

○中学校の利用については、協議会にて学校長に承諾をいただいており、

教員間にて部活動との調整を行った。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●成果の評価●総括

次年度の実施に向け移行部活動を調整中である。移行のタイミング等、遅れが出な

いような形で進めていき、また本市特有の方策が取れるよう検討していく。

●今後に向けて

当初の想定よりも実施期間や移行数が下回ってし

まったが、移行期の初年度としては現場に混乱なく実

施出来たと考えている。

ただし、学校側の地域クラブ移行への理解は得られて

いるものの、地域クラブそのものや制度、方策に対して

の理解は不十分であり、指導員を含めた運営側の相

互理解を深めることが非常に重要になってくると考えて

いる。

その中で、実施や今後に関する課題を移行期の間で

一つずつクリアしていき、地域指導者への指導移行も

踏まえたところで今後対応していきたい。

現場に混乱なく実施できたこと以外は当初計画を達成していない。今後は移行期の

地域クラブへの理解を深めながら、予算的な部分でも実務的な部分でも、拡充した内

容で実施できるように努めたい。



14

アンケート結果・参加者の声

2.実証内容と成果②

●参加者の声

●アンケート内容（対象：中学生）

Q.地域クラブに移行して良かったと思うか? Q.移行して良かった理由は?(複数回答)

Q.移行しての課題や不安は？(複数回答)
指導員

特に現場が混乱することもなく楽しく実施出来ています。

部活動では専門外を担当しているので、週1回でも専門

的な内容を指導出来る機会があり、大変嬉しく思います。

中学1年生

最初はどうなるんだろうと思っていたけど、部活と同じように

活動できるのでとても楽しいです。

36.2%

46.6%

6.9% 8.6%

1.7%

よかった

まあよかった

どちらともいえない

あまりよくない

よくない
55

33

38

48

45

-10 10 30 50 70

その他の理由

本番の数が増えた

友だちが増えた

活動が充実した

指導が充実した

22

28

35

33

51

-10 10 30 50 70

その他の理由

施設・設備・楽器のこと

クラブ費（お金のこと）

人間関係・ポジション争い

練習会場への移動
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

中学校長、中体連担当教員、市教委、スポーツ協会、有識者

●経過

令和5年度より協議会を設置し、令和6年度からの実証開始に向け問題点を

提起した結果、実施により中学生が混乱しない方式を取るため、直営での実施

に決定した。

●実施にあたって生じた課題

立ち上げにあたり、部活動の所管課と社会体育の所管課でどちらが先導する

か揉めたが、教員の働き方改革を起点とする施策であり、学校側としてどうしたい

のかを軸に検討した結果、最初は部活動の所管課が先導し、地域移行後は社

会体育の所管課に委譲していく形式を取った。

●実施内容、工夫した点 等

学校側(教員、生徒、保護者)にGoogleフォームを利用したアンケート調査を

実施した。調査内容としては、地域移行に否定的な意見もあったが、その多数

が部活動に対する信頼や学校活動下での上京が変わることへの不安感であった。

これらを踏まえ、部活動に近い形での地域クラブ移行が適切と判断され、本年度

の実施に至った。

●ステークホルダー

社会体育所管課

●経過

方針は決まったが、直営実施にあたり新年度予算への計上が出来なかっ

た。

また多くの予算を組める状況でなかったため、必要最低限の予算計上と

するよう調整した。

●実施にあたって生じた課題

6月補正が承認され実施可能となったが、中体連の夏の大会と時期が重

なった。

●実施内容、工夫した点 等

実施しても時期的にタイミングが悪いと判断されたため、夏休み後の9月

以降で実施する方針とした。

8月に指導員向け研修を行い、その後兼職兼業許可や保険加入の手

続き等もあり、10月からの実施となった。

令和5年

協議会設置、
検討開始

令和6年 令和6年10月

指導者・移行部
活動の選定、拠
点校の選定

学校現場(生
徒、教員、保護
者)の意見集
約

(令和6年6月補
正)予算編成

地域クラブ活動
の実施

実施方式の検
討
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

工程表や図など
※時系列がわかるもの



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

福岡県小郡市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

福岡県小郡市

0942-73-9128

福岡県小郡市 教育部 学校教育課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

面積 45,51 k㎡

人口 59,493人

公立中学校数 5校

公立中学校生徒数 1650人

部活動数 86部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

小郡市部活動改
革協議会設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

小郡市部活動の
在り方の指針策
定済

小郡市には、宝城中学校・小郡中学校・大原

中学校・三国中学校・立石中学校の5つの中学

校がある。当市の常設している運動部活動は、

男子軟式野球部、男子サッカー部、男女バスケッ

トボール部、女子ソフトボール部、男女バレーボー

ル、男女ソフトテニス部、男女卓球部、男女剣道

部である。しかし、生徒数に学校間格差があり、

設置されている部活動も学校により異なる。

また、昨今の少子化に伴い、集団スポーツにお

いて単独校ではチーム編成ができず、合同チーム

として中体連大会に出場している競技が複数あ

る。

とくに女子ソフトボール部においては、 下記のよ

うに極端に部員数が少ない状況にある。

・立石中 部員３名（１年：２名、２年：１名）

・大原中 部員１名（１年：０名、２年：１名）

・小郡中 部員３名（１年：２名、２年：１名）

・三国中 部員７名（１年：４名、２年：３名）

・宝城中 設置なし

【令和6年9月現在】

このような状況を鑑み、改革推進期間で

ある３年間で部活動地域移行を見据え、

学校が活動時間等の見直しや地域への

移行を段階的に進めることで、小郡市の

教育環境に合った「持続可能な部活動」の

在り方をめざしている。また、同時に教職

員の働き方改革の推進も目標としている。

長年にわたって部活動は、学校教育の

一環で運営するものという考えが生徒、

保護者、地域に根付いている。今後、地

域移行に当たり部活動が教育課程外の

ものであることを関係者が認識することが

必要であり、同時に地域移行推進にあ

たって学校の教職員以外の地域内の指

導者の掘り起こし、運営予算等の確保も

同時に進めていかなければならない。
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）

●行政組織内での役割分担

◉教育委員会
・学校教育課…部活動改革の主幹、学校との調整・連携 等
・スポーツ振興課…中学生の地域スポーツ活動の環境整備

◉首長部局
・スポーツ協会…事務局の業務委託

【令和６年】
○１月２４日（水） 第１回臨時ソフトボール専門委員会
○２月７日（水） 第２回臨時ソフトボール専門委員会
○２月中に校長及各学校へ地域移行アンケートと合わせて、地域スポーツクラブ移行の
見通しを周知

○３月 福岡県実証事業申請
○３月１５日（金） 中体連理事会で周知
○３月１９日（火） 第３回臨時ソフトボール専門委員会
○３月２２日（金） 各学校においてソフトボール地域移行について周知
○３月２５日（月） ソフトボール部の現１年生保護者会
○３月２５日（月）～４月上旬 各学校における現１年生徒への対応
○４月上旬 新入生徒への対応
・各学校の部活動紹介で各校中体連理事から、全校生徒へ説明

○４月５日（金） 市郡中体連理事会
・中体連理事への説明（こけまでの経過と令和６・７年度の見通し）

○４月１５日（月） 小郡市スポーツ協会との打ち合わせ１回目 ・事務局以来
○４月２４日（水） 教育委員会実証事業説明
○４月３０日（月） 小郡市スポーツ協会との打ち合わせ２回目 ・事務局以来
○５月７日（火） 第４回臨時ソフトボール専門委員会（新体制）
ソフトボール地域スポーツクラブ開設の準備
・指導者確保（運営方法、役割分担協議） ・保護者説明（運営方法、月会費など）
・参加者確認（入会届、保険加入） ・事務局設置

○５月２９日（水） ブロック中体連専門委員会
・専門部への説明（こけまでの経過と令和６・７年度の見通し）

○６月２６日（水） 学校教育推進会議 ・部活動地域移行説明
○７月３０日（火） 第５回臨時ソフトボール専門委員会 ・今後の合同チームについて協議
○８月９日（金） 合同練習会（立石、大刀洗、小郡、大原）
○８月２２日（木） 合同練習会（立石、大刀洗、小郡、大原）
○８月２２日（木） 大刀洗中学校保護者会
○８月３１日（土） 合同練習会（立石、大刀洗、小郡、大原、三国）
・生徒入会申込書、指導者登録証 配布

○９月１５日（日） 合同練習会（立石、大刀洗、小郡、大原、三国）
○１０月より地域移行ソフトボールモデル事業開始
○１１月１３日（水）長崎県長与町視察
○１１月２５日（月）第６回臨時ソフトボール専門委員会

【令和７年】
○１月７日（火） 校長説明 ・新入生説明会について
○新入生説明会 立石‥1/24大原‥1/15小郡‥2/13宝城‥1/22三国‥1/24
○１月２１日（火） 第４回小郡市部活動改革協議会
・実証事業等報告 ・長与町視察報告 ・今後の見通し

○１月２８日（火） 定例教育委員会 ・今後の方向性の説明
○２月７日（金） 大刀洗教育委員会との打ち合わせ ・予算の確保 等
○２月１８日（火） 総合育会議 ・今後の方向性の説明
○３月１４日（金） 中体連理事専門委員会 ・ 令和７年度の見通し
○３月２８日（金） 第１回兼職兼業希望者講習会
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 ４校（市内5校中 1校はソフト部設置なし） 実施した地域クラブ総数 １クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） １クラブ（１部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） ０ クラブ

全体の指導者数 ７ 人 全体の運営スタッフ数 ８人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団
体種別

種目
実施
回数

実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期間 活動場所

指導者
数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費 大会参加方法

小郡地域ス
ポーツクラブ

地域ス
ポーツ
クラブ

ソフトボール
（新）

月４
回

午前８時～
１２時

１年生
：１１名
２年生
：１１名

令和６年１
０月～令和
７年３月

小郡市立
立石中学
校

７ 人 ８ 人 なし

中体連
：部活動
その他
：地域クラブ

③その他、体験会やイベント等の開催実績

・保護者との合同研修会、交流会

【栄養教諭によるスポーツ食育講習会】
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

ソフトボール

運営団体名 小郡地域スポーツクラブ

期間と日数
ソフトボール：令和６年１０月～令和７
年３月
月４回程度

指導者の主な属性 中学校兼職兼業教職員、部活動指導員

活動場所 小郡市立立石中学校

主な移動手段 自転車、保護者送迎

１人あたりの参加会費
等（年額）

なし

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●小郡市地域スポーツクラブ 活動概要

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等

●統括責任者（コーディネーター）

役割：活動における管理者として、学校、保護者との連携・調整を行う。

●主任指導者 1 名

役割：活動における主任者として、生徒への指導を行う。

●運営補助者 ６名

役割：活動において、主任指導者の補助として指導を行う。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

○広域的な活動を行う統括コー

ディネーターを１名配置し、関係

団体・市区・学校・保護者との

連絡調整・指導助言等を行った。

○運営団体・実施主体の運営体制

の整備や人材の確保など、持続可

能な運営ができる組織体制の整備

を行った。

○参加者管理、参加者・指導者への

連絡、会場の確保・調整を行った。

小郡市では、令和６年度１０月よりソフトボール部を地域クラブへ移行して活動している。
令和７年度からは、中体連大会へも地域クラブ（小郡レインボーズ）として参加する予定である。

《生徒・教職員の様相》
生徒……新しい仲間との出会いもあり、楽しいと言っている。人数が増えてチーム練習や練習試合が可能となり活動

も充実している。
教職員…生徒が集まり人数が増えたおかげで、やりがいを持って指導にあたっている。複数の指導者がいるため分担し

た効率的な指導も可能になった。また、家庭の事情や専門的な指導ができず困っている教職員は、他校の
先生に指導を任せることができ負担軽減にも繋がっている。

（成果）
○ 同じ学校の生徒だけでなく、他校の生徒との交流ができる。
○ 生徒は、専門的な知識や技術をもつ指導者の指導を受けることができる。
○ 部員が足りないことで存続ができなくなりそうな活動も継続させることができる。
○ 教職員が自分の意志で指導に関わることを選択できる。

【統括コーディネーター】

・各学校を巡回し課題等のヒアリング・助言等を実施

・協議会・保護者会の調整等を実施し、関係団体との連携に努めた

・学校、参加者、指導者への連絡・調整を実施

●今後、地域スポーツクラブ数が増えるにあたり、参加者管理、会費徴収、

参加者・指導者への連絡、会場の確保・調整等様々な課題に対応するため

にも、複数体制による事務局の設置が急務である。

●子どもの参加体制、指導者の指導体制の整備。運営資金の確保等が

必要である。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保 ／ ウ：関係団体・分野との連携強化

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項（イ）

今後の課題と対応方針

令和６年度は、ソフトボールをモデルとして地域移行を進めてきた。ソフト

ボールに関しては、兼職兼業を希望する教職員が５名、部活動指導員が

２名いたため指導者には困らなかった。

本年度は、ソフトボールの取組で手一杯となり、全体の人材バンク作成

には至らなかった。令和７年度中に、兼職兼業を含めた地域の指導者を

募集・招集し人材バンクを作成し、令和8年度に向けた指導体制を整える。

取組の成果（イ）

①専任の事務局員の配置や必要な事務機器等（パソコン、

ソフト等）の配備が必要である。

今後は、小郡市からスポーツ協会に必要な物的・人的支援

をお願いする。

②小郡市スポーツ振興課とは、互いの役割分担を明確にす

るとともに、各スポーツ協会とのパイプ役をお願いし、指導

者人材等の確保に努める。

年度当初は、スポーツ協会等の支援のもと、人材バンクの作成を考えて

いた。

取組事項（ウ）

①小郡市スポーツ協会に事務局として 業務委託した。

②小郡市スポーツ振興課と連携し、地域移行の取組を推進しようとした。

①小郡市スポーツ協会に保険加入や 指導者謝金支払等の業務をお願

いした。しかし、その他の運営全般についての対応は難しかった。

②小郡市スポーツ振興課とは、業務の役割分担等を明確にしていなかっ

たために、うまく連携ができなかった。

取組の成果（ウ）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

取組の成果

○立石中学校のソフトボール部顧問は兼職兼行を希望していないため、

石灰倉庫や用具保管室（部室）等の鍵の管理が難しかった。今後は、

スマートロックやキーボックス等の設置を検討している。

○今後、部活動の地域移行推進に伴い、地域クラブ活動の拠点となる学

校体育施設を利用しやすい環境を整えるため、学校体育施設の利用

調整に係る業務を運営主体に委託する方向で進める。

○ソフトボールの拠点校とした立石中学校は、他校が集まりやすい中間的な立地にある。また、小規模校であるため、グラウンドを使用している

のは野球部とソフトボール部だけである。野球部は他校と合同チームとして活動しており、活動の拠点を他校（大原中学校）においている。よっ

て、ほぼ自由にグラウンドを使用することができることもあり拠点校としては最適であった。

令和６年１０月から地域スポーツクラブとして活動を開始し、令和６年度は合計２２回程度の活動が実施できた。

○今後、保護者等に負担が見込まれる受益者負担を低廉な額とすることや、生徒の安全を確保するため、学校体育施設を中心に活動できるように

検討を進めた。

○立石中学校を運営主体とし、施設の利用について調整を行った。
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総括・成果の評価・今後に向けて

2.実証内容と成果①

●総括 ●次年度に向けて

令和６年度は、ソフトボールをモデルとした地域移行

を推進してきた。参加生徒及び保護者、指導者から

は一定の評価をもらっている。ただし、その取組を他の

競技に広げることかができなかった。

令和７年度は、年度途中からでも地域移行できる

部活動から移行を進める。地域移行が難しい部活動

においても、令和８年度からの完全移行に向けて複

数校による新しい合同部活動の活動体制づくりを奨

励する。

※ 新 し い 合 同 部 活 動

地域スポーツクラブ活動の実施に
至るまでの合意形成プロセス 参照
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料

（１）令和５年度結果【表１】
① アンケート調査の目的
小郡市内の教職員及び保護者・生徒の部活動運営体制に関する考えを知るため。

（依頼したい理由）
・生徒のためにも専門的に指導できる人へお願いしたい。
・本来の業務である教材研究や学級生徒との関わりを優先したい。

② アンケートの内容・結果〈※資料は教職員用の一部 回答率88.2％〉
「部活動に関わることでの負担感」について、運動部77％・文化部84％の教職
員が負担感を感じている。また、「部活動指導員や外部指導者へ部活動を依
頼することについての意向」については、運動部46％・文化部72％が外部に依
頼したいと考えている。

その理由は以下の通りである。
（負担になっている理由）
・勤務時間外の活動である。
・ルールや練習方法、戦術等の学習が不可欠である。
・活動経験や指導経験がなく、生徒の期待に応えられない。

【表１ 教職員アンケートR5.9,13~10.2】
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料

（２）令和６年度結果【表２】
① アンケート調査の目的

地域移行をソフトボール部以外の部活動に広めるための情報収集。各学校及び顧問の現状を知るため。

② アンケートの内容・結果〈回答者99名〉

《質問内容》
ア）所属する学校・氏名
イ）顧問をしている部活動
ウ）地域移行を希望する・希望しない理由
エ）校内で次年度部活動地域移行に取り組
んだ方が良いと思われる部活動はあるか。

68％の教職員が地域移行を希望すると回答している。
（希望する理由）
・指導技術がない ・部員の確保が困難 ・家庭の事情等で対応できない
・休養、プライベートの時間がほしい ・教師の業務でない
・地域クラブの指導者として活動したい（※兼職兼業による指導を希望する教職員）
（希望しない理由）
・合同チームでできるから ・学校教育の一環として必要
・地域の指導者との連携が難しい ・自分で指導したい、やりがいがある
・楽器等の保管が難しい（吹奏楽顧問） ・金銭面での負担がある

【表２ 教職員アンケートR6.10,25~11.26】
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料

【地域移行についての説明 リーフレット】
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料

【令和７・８年度の方向性説明 生徒・保護者配布リーフレット】
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2.実証内容と成果③

参考資料

アンケート結果・広報資料

【兼職兼業説明 リーフレット】
【地域指導者募集 チラシ】文部科学省

「公立学校の教師等が地域クラ
ブ活動に従事する場合の兼職兼
業ついて（手引き）」 参考
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果④

【実証事業 スポーツ食育講習会】 【実証事業 スポーツ食育講習会】

【実証事業 ソフトボール活動の様子】 【実証事業 ソフトボール指導の様子】
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

ステークホルダー

学校、スポーツ協会、競技団体、市長部局、市教育委員会、統括

コーディネーター

経過及び実施内容

令和5年度より統括コーディネーターの配置するとともに、部活動改革協

議会を設置した。新たな地域クラブ体制を令和７年までに構築する推進

計画及び地域クラブの活動指針を策定した。令和６年度は、ソフトボール

部を地域移行のモデルに設定し、取組を進めてきた。

実施にあたって生じた課題

ソフトボール部については、予定通り地域クラブへ移行することができた。年

度当初は、上記のようなソフトボール部の取組をモデルに、他の部活動にも

地域移行を広める予定であったが思うような展開ができなかった。

今後の展開

今後、その他の部活動は可能なものから地域移行を進める。地域移行

が難しい部活動は、令和８年度に備え複数校による新しい（注１）合同

部活動の活動体制づくりを奨励する。

新しい（注１）合同部活動

・編成基準人数（野球・ソフト‥９人、バスケット‥５人 等）を満

たしていても合同可能。

・所属する学校に希望する部活動がない場合でも参加可能。

・指導は専門性が高い教職員や外部の指導者を中心に行う。

・指導者に交代制を設けたり、諸事情で指導が難しい教職員は
他の者に指導を任せたりすることができる。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

令和４年度…小郡市部活動地域移行準備に係る打ち合わせ会
令和５年度…小郡市部活動改革協議会開設、アンケート調査実施
令和６年度…モデル的試行（ソフトボール）
令和７年度…ソフトボール地域クラブ開始、他競技への拡大
令和８年度…休日の部活動地域移行
※指導者：兼職兼業教職員または部活動指導員、外部指導者
※中体連大会：地域クラブ、合同チーム、学校単独チームいずれの形でも参加可能
※参加者：学校に希望する部活動がない場合でも、休日のみ地域クラブとして活動可能

令和７年度 地域移行を進めるとともに新しい合同部活動での活動を奨励する。

・活動‥休日は可能な限り複数校合同で活動。地域移行できる競技は、年度途中からでも
地域クラブとして活動。

・活動場所‥学校施設等。（合同部活動実施校間で調整）

・移動手段‥自転車、保護者送迎、各自の判断。

・中体連大会‥これまで通り学校部活動として参加。（地域移行したソフトボールを除く）



地域スポーツクラブ活動体制整備事業

令和6年度

地域スポーツクラブ活動への移行に向けた実証事業

福岡県 大野城市

自 治 体 名 ：

担 当 課 名 ：

電 話 番 号 ：

福岡県大野城市

０９２-５８０-１９０７

学校・地域連携課
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基本情報 地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

１ 現状

右グラフからわかるように、本市は生徒の部活

動加入率が高く、5中学校において70の部活動

が積極的な活動を行っている。また、生徒の満

足度も高く、学校教育においても好影響を及ぼ

している。「大野城市部活動指導の方針（令

和２年４月、令和４年３月一部改訂）」にお

いて、「学校教育の一環として行われるもの」とし

て位置づけている。

２ 課題

教職員においても部活動の教育的意義をふま

え、意欲的に部活動の指導に係わっているが、

専門的に指導できる種目でない場合や、休日の

指導には負担を感じている割合が多いことが明ら

かになった。

生徒の意欲や教育活動としての意義を踏まえ、

現状の活動の量や質を保ちながら教職員の負

担感を減らすことができる地域移行の方法を明

らかにすることが課題である。

面積 26.89 k㎡

人口
10.28万人

(2024年3月31日)

公立中学校数 5 校

公立中学校生徒数
3,087 人

(2024年5月１日)

部活動数 70 部活

市区町村の協

議会・検討会議

等の設置状況

設置済

市区町村の推進

計画・ガイドライン

等の策定状況

策定済

中学校部活動の地域移行に関するアンケート結果より一部抜粋
令和5年12月大野城市教育委員会実施 市内中学1，2年生対象

中学校部活動の地域移行に関するアンケート結果より一部抜粋
令和5年12月大野城市教育委員会実施 市内中学全教職員対象
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2.実証内容と成果

３ 地域クラブ活動の基本方針

平日：これまでどおり、「学校教育の一環」である学校部活動とし、「地域連携」を継続する。
休日：「社会教育の一環」である地域クラブ活動とし、「地域移行」を進めていく。

① 社会教育の一環である「地域クラブ活動」に移行⇒「地域移行」

休日の部活動については、専門的な指導、新たな競技・種目の体験等の多様なニーズへの
対応、また「教員の働き方」の見直しの点から、教育委員会が実施主体となり、従来の外部指
導者派遣の仕組みを拡充した方法により、指導者を確保し、「地域クラブ活動」への「地域移
行」に取り組んでいく。

② 大野城市にとって望ましい「地域移行」

学校教育の一環の学校部活動から社 会教育の一環に急変させることは、子供たちにとって
受け入れがたい活動になる可能性がある。
そのため、子供たちに負担がかからないよう、教育委員会と学校、スポーツ協会、文化連盟等
が連携し、学校部活動と地域クラブ活動が一体的に活動できるよう、活動場所や用具の共有
だけでなく、運営や指導方針などのソフト面も共有する「地域移行」を推進する。

③ 「大野城市地域クラブ活動実行委員会」が地域クラブ活動を運営

「地域移行」は、市や学校だけでなく、地域のスポーツ協会や文化連盟などの関連団体と協
働・連携し進めていくことが必要であることから、これらの団体を委員とする「大野城市地域クラ
ブ活動実行委員会」を設置し、地域クラブ活動の運営を行う。運営体制については、右表のと
おりである。

運営団体 大野城市地域クラブ活動

実行委員会

管理体制 統括コーディネーター

コーディネーター

指導者の配置 地域クラブ活動指導者バンク

登録者を配置

活動単位 各中学校単位を基本

活動場所 学校施設を使用

用具 学校用具を使用

会費 試行期間で検討し、

本格実施までに決定

保険 スポーツ安全保険に加入

地域クラブ活動運営体制

地域クラブ活動実行委員会作成
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2.実証内容と成果

【児童生徒】
（令和５年12月アンケート実施）
回答数：中学１・２年生1,159名、小学５・６年生1,881名

〇「部活動に入部している」…中学校１・２年生の約９割
〇「部活動に入ってよかった」…部活動に入部している中学１・２年
生の約９割
〇「中学校で部活動に入りたい」…小学５・６年生の約６割
〇休日の活動に期待すること（上位３項目）
「専門的な指導」
「他校との交流」
「新しい種目を体験できること」

【中学校教員】
（令和４年度末及び令和５年12月アンケート実施）
回答数：令和４年度末⇒129名、令和５年12月⇒170名

〇「生徒の居場所や絆づくりの場として部活動が役立っている」…約
８割
〇「休日の部活動指導や専門外の種目への指導に負担を感じる」…
約５割

〇休日の指導の意向
「指導したい」及び「専門競技であればしたい」…約３割
「指導者がいなければやってもよい」 …約１割

【保護者】
（令和５年12月アンケート実施）
回答数：中学１・２年生の保護者1,160名

小学５・６年生の保護者1,245名
〇「部活動で、子どもが楽しそう、成長を感じられる」
…約８割
〇休日の活動で許容できる費用（月額）は「３千円以内」
…約８割
〇休日の活動で「指導してもよい」…112名
〇休日の活動（地域クラブ活動）で心配なこと（上位３項目）
「活動場所までの移動」
「費用負担の増加」
「子どもの安全確保」

【外部指導者】
（令和５年12月面談実施）
面談人数：外部指導者19名

〇休日の活動（地域クラブ活動）で指導を行う意思がある
…17名（主任指導者、補助指導者）
○休日の活動（地域クラブ活動）で心配なこと
「責任の範囲」

「活動内容、指導内容」
「平日と休日の連携」

部活動に関する調査結果概要 (大野城市教育委員会実施)
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

●運営体制図（市区町村における推進体制図）
令和6年5月 第1回実行委員会開催

令和6年7月 第2回実行委員会開催

令和6年8月 大野中教職員説明会実施

令和6年8月 大野中指導者面談実施

令和6年8月 大野中クラブ活動試行開始

令和6年8月 第3回実行委員会開催

令和6年10月 第4回実行委員会開催

令和6年11月 第1回指導者研修会実施

令和6年11月 大野東中教職員説明会実施

令和6年12月 第5回実行委員会開催

令和6年12月 第2回指導者研修会実施

令和6年12月 大利中教職員説明会実施

令和6年12月 公務員・大学生等指導者募集拡大

令和7年3月 第3回指導者研修会実施(予定)

令和7年3月 第6回実行委員会開催(予定)

●行政組織内での役割分担

◉首長部局
・コミュニティ文化課…文化芸術面における環境整備
・財政課…予算措置
・プロモーション推進課…ふるさと納税の検討

◉教育委員会
・スポーツ課…実行委員会事務局設置、スポーツ協会との連携
・教育振興課…学校との調整・連携、学校に関する事項について
・教育支援課、教育政策課…実行委員及び学校との連携、手続きに関すること
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

①全体に関すること

中学校数 1 校 実施した地域クラブ総数 11 クラブ

ケース別クラブ数
A：部活動を地域移行した形のクラブ数（及び移行された部活動数） 11 クラブ（11部活）

B：部活動を移行する形態ではない地域クラブ（新たな種目のクラブを新規に創設するケース等） 0 クラブ

全体の指導者数 30 人 全体の運営スタッフ数 2 人

②各クラブに関すること

クラブ名
運営団体
種別

種目 実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

野球クラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

軟式野球 週 1 回
8時～
11時

1年生11人
2年生 4人

令和6年
9月～

大野中
グランド

4人
大野中コーディ
ネーター2人兼

務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

ソフトボール
クラブ

大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

ソフトボール 週 1 回
9時～
12時

1年生 5人
2年生 6人

令和6年
9月～

大野中
グランド

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

陸上クラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

陸上 週 1 回
9時～
12時

1年生25人
2年生16人

令和6年
9月～

大野中
グランド

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼

務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

サッカークラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

サッカー 週 1 回
8時～
11時

1年生 6人
2年生11人

令和6年
8月～

大野中
グランド

4人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

ソフトテニス
クラブ

大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

ソフトテニス 週 1 回
9時～
12時

1年生10人
2年生 4人

令和6年
9月～

大野中
テニスコー
ト

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ
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地域スポーツクラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

クラブ名
運営団体
種別

種目 実施回数
実施時
間帯

参加者
（学年別）

実施期間 活動場所 指導者数 運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

男子バスケッ
トボールクラ
ブ

大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

バスケット
ボール

週 1 回
9時～
12時

1年生 8人
2年生 6人

令和6年
9月～

大野中
グランド

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

女子バスケッ
トボールクラ
ブ

大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

バスケット
ボール

週 1 回
9時～
12時

1年生 5人
2年生 9人

令和6年
8月～

大野中
体育館

4人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

バドミントンク
ラブ

大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

バドミントン 週 1 回
13時～
16時

1年生12人
2年生 0人

令和6年
8月～

大野中
体育館

4人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

卓球クラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

卓球 週 1 回
9時～
12時

1年生15人
2年生10人

令和6年
9月～

大野中
卓球場

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

柔道クラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

柔道 週 1 回
9時～
12時

1年生 2人
2年生 1人

令和6年
9月～

大野中
武道場

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ

剣道クラブ
大野城市地
域クラブ活動
実行委員会

剣道 週 1 回
9時～
12時

1年生 3人
2年生 5人

令和6年
9月～

大野中
武道場

2人
大野中コーディ
ネーター2人兼
務

なし
（試行期間中
は負担なし）

中体連：部活
動
その他：地域ク
ラブ
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主な取組例

2.実証内容と成果

●運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー、野球、バドミントン、ソフトテニス、
女子バスケットボール、男子バスケットボー
ル、陸上、ソフトボール、柔道、卓球、剣
道

運営団体名 大野城市地域クラブ活動実行委員会

期間と日数
2024年8月～
基本的に毎週末1回

指導者の主な属性 教職員、部活動外部指導者、保護者

活動場所
大野中学校グラウンド
試合時は他校グラウンド

主な移動手段 学校までは徒歩、他校移動は自転車

１人あたりの参加会費
等（年額）

なし

１人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

●地域クラブ 活動概要

●統括コーディネーター １名

役割：実行委員会事務局と各学校の連絡調整を行う

●コーディネーター ２名

役割：部活動指導者とクラブ指導者及び保護者等との連絡調整を行う

●主任指導者 11 名

役割：クラブ運営及び保護者対応、クラブ全般の指導を行う

●補助指導者 19 名

役割：技術指導を中心に行う

●指導者や運営スタッフなどの役割分担等
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取組内容

2.実証内容と成果

○実行委員会事務局に統括

コーディネーターを１名配置し、

関係団体・中学校との連絡調

整・指導助言等を行う。

○中学校にコーディネーターを2

名配置し、クラブ指導者間の連

絡調整や、教職員と教職員以

外のコミュニケーションを円滑にす

る等クラブの活動の充実を促す。

○市スポーツ協会に「地域クラブ

活動指導者バンク」を設置し、

指導者の確保、謝金等の支払

い等を委託する。

○統括コーディネーターが実行委員会事務局（教育委員会

スポーツ課内）に在籍することで、教育委員会の意向を常時

把握できるとともに、県との連携もスムーズに行うことができた。ま

た、国や県からの最新の情報を受け取ることが容易にできた。

○統括コーディネーターが基本的に毎週大野中学校コーディ

ネーターを訪問し、連絡会を行うことによりクラブにおける成果と

課題をふまえながら実行委員会を機能させることができた。

○大野中学校に２名のコーディネーターが在籍することにより、

教職員と教職員以外の連携や保護者等の対応を丁寧に円

滑に行うことができ、クラブの安定につながった。

○指導者派遣を市スポーツ協会に委託することにより、実行委

員会の負担を減らすとともに競技委員会等、関係団体と連携

した指導者確保を推進することができた。

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

○統括コーディネーター…週１回の大野中学校コーディネーターとの連絡

会、必要に応じて市スポーツ協会、県スポーツ振興課等との連絡

○大野中学校コーディネーター…日常のクラブ巡回、活動計画・報告等

の回収、必要に応じて校長や指導者・保護者との面談

○統括コーディネーター及び、大野中学校コーディネーターは元校長が務

めている。教育的視点をもち、コミュニケーション能力や先を見通す力等、

コーディネーター職には多様な資質・能力が求められる。今後、市全体５

校に地域移行を広めていく上でコーディネーターの確保が課題である。
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取組内容

2.実証内容と成果

・令和６年７月に大野城市スポー

ツ協会に「地域クラブ活動指導者バ

ンク」を設置し、指導者の確保を開

始

・指導者に対し、資質向上のための

研修会を年３回実施

・市が連携協力協定を結んでいる

大学と連携して指導者確保

・指導者30名を確保した。

・平日は部活動、休日はクラブ活動として運営しているため、部活動顧

問が休日も指導に当たる割合が多い。

・教職員以外の指導者は、以前から部活動外部指導者として関わって

きた指導者が地域クラブ活動に移行しても指導者となるケースが多い。

・すべてのクラブに指導者として教職員と教職員以外の指導者がいるので、

部活動との連携が取れ、教育的視点からの指導が充実する。

・専門性を有しない教職員のクラブに専門性を持った地域指導者が関わ

ることにより、競技の専門的指導ができるようになった。

30名

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保①

取組事項

取組の成果

人材バンクの人数

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

10代 1名

20代 5名
30代 7名

40代 8名
50代 3名

60代以上 6名

人材バンクの年齢構成

軟式野球、ソフトボール

卓球、バスケットボール

サッカー、ソフトテニス

陸上、バドミントン

柔道 剣道

種目

・教職員は指導資格な

し

・JSPO公認スタートコー

チ

・競技団体が定める指

導者資格

資格有無登録者属性

職業・教職員 18名

・会社員 6名

・大学生 1名

・その他 5名

人材バンクを知った理由

・以前から指導 22名

・部活顧問の紹介7名

・スポーツ協会紹介1名

クラブ

野球

ソフトボール（女）

陸上

サッカー

ソフトテニス（女）

バスケットボール（男）

バスケットボール（女）

バドミントン

卓球（男）

柔道

剣道

吹奏楽 部活顧問

部活顧問

部活顧問

部活顧問

部活顧問

部活顧問

地域指導者

部活顧問

部活顧問

地域指導者

主任指導者 補助指導者 補助指導者

地域指導者 部活顧問

補助指導者

部活顧問

部活顧問 部活顧問

部活顧問

部活顧問 部活顧問 市民吹奏楽団

地域指導者

地域指導者

部活顧問

地域指導者 地域指導者 地域指導者

部活顧問 部活顧問 部活顧問

部活顧問

地域指導者 地域指導者 地域指導者

地域指導者

地域指導者

令和６年度大野中学校クラブ指導者一覧 地域クラブ活動実行委員会作成
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取組内容

2.実証内容と成果

１ 第１回研修会

大野城市リーダーバンク講習会（市スポーツ協会主催）

・開催日 令和６年１１月２９日

・参加人数 ８名（任意参加）

・講習会テーマ 「足関節のテーピング及びコンデショニングトレーニング」

・講師 NSCAジャパン九州アシスタント地域ディレクター鈴木康信氏

２ 第２回研修会

大野中学校地域クラブ活動指導者研修会（実行委員会主催）

・開催日 令和６年１２月７日・１４日

・参加人数 ３0名（参加必須）

・研修会テーマ 「これまでの活動から見えてきた成果と課題」

３ 第３回研修会

大野城市社会体育指導者講習会（市スポーツ課主催）

・開催日 令和７年３月１８日

・参加人数 ３0名予定（参加必須）

・講習会テーマ 「スポーツが作るまちづくり・人づくり」（予定）

・講師 日本スポーツ協会常務理事／国民スポーツ大会委員長

大野城市総合体育館名誉館長 山本浩氏

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保②

指導者研修の内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の課題と対応方針

１ 第１回研修会（大野城市リーダーバンク講習会）

「バドミントンクラブの指導において、さっそくウォーミングアップに柔軟性を

高めるエクササイズを取り入れてみました。中学生という発達段階に必要

な動きをより考えるようになりました。」(地域指導者)

２ 第２回研修会（大野中学校地域クラブ活動指導者研修会）

「部活動地域移行が単に教職員の働き方改革にとどまらず、中学生の

可能性をより伸ばすことや地域総動員による子育てにつながることを意識

することができました。関係者の皆様に感謝します。」（教職員）

３ 第３回研修会（大野城市社会体育指導者講習会）

国のスポーツの向かうべき方向性を担う山本浩氏の話を聞くことを通し

て、中学生地域クラブ活動の在り方にとどまらず、これからのスポーツ、文

化芸術活動の役割や価値を指導者が再認識し、地域活性化の一助と

なることをねらっている。

受講者の声

これまで市が主催して行ってきた２つの研修会は、より専門性を高める

ために任意参加として必要な指導者が受講できるようにしていきたい。現

場の課題に応じた研修会を実行委員会主催として計画したい。特に、

教職員と教職員以外の連携を充実させる研修会が必要と考える。



12

取組内容

2.実証内容と成果

○事業浸透と指導者募集のた

めに学校、スポーツ協会各種団

体と連携

○市が連携協力協定を結んで

いる大学に指導者募集依頼

○県スポーツ振興課が主催する

指導者派遣事業を利用

○株式会社テクノミックスが運営

する地域クラブ運営サポートアプ

リ（県スポーツ協会推奨）を利

用予定

○スポーツ協会の各種委員会に統括コーディネーターが出席し、

部活動地域移行の現状について周知を図っている。

○現在の指導者３0名中、市の教職員以外の指導者は１3

名である。令和６年１２月から各種団体に指導者募集を拡

大し、新たな指導希望者から連絡があっているところである。

○県スポーツ振興課からは、２月に約１か月間サッカー男子

大学生１名、バスケット女子大学生１名が派遣された。

○地域クラブ運営サポートアプリについては、大野中学校で令

和７年４月から試行を始め、他中学校クラブに広めていく予

定である。受益者負担を始めることを考えたとき、連絡および会

費等徴収にアプリは必須のものになると考える。

統括コーディネーターが関係団体との窓口とし

て一本化することにより、必要な団体と必要な

連携を図ることができた。今後クラブ数が増え

ることや会費等徴収事務が必要になることを

考えると、実行委員会の役割分担を明確にし、

持続可能な仕組みを整える必要がある。

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

取組事項 取組の成果

今後の課題と対応方針

・機能 労務システム…勤怠管理、労務管理

連絡網システム…出欠管理、出席お知らせメール配信、保護者連絡、アンケート

会員・会費システム…会員管理、会費等徴収管理 等

・利用料金 無料（協賛企業募集）

・その他 企業からの協賛金の一部をクラブ活動支援に還元

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

株式会社テクノミックス運営サポートアプリ
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2.実証内容と成果
ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

学校名（移行年度） 部活数 クラブ数

大野中学校（R6） 11 11

大野東中学校（R7） 11 11

大利中学校（R7） 11 11

平野中学校（R8） 12 12

御陵中学校（R8） 8 8

●取組項目名 エ：面的・広域的な取組

取組事項 各自治体の役割

今後の課題と対応方針取組の成果

特設サイトの設置 近隣自治体との連携

○毎週末活動する部活動はす

べて地域移行する方針に基づき、

大野中において吹奏楽部を地

域クラブに移行した。

○ 近隣５市との連携を図る、

「部活動地域移行に係る情報

交換会」を行う。

○福岡県が主催する「福岡県

重点地域に係るシンポジウム」に

参加する。

○大野城市教育委員会

・地域クラブ運営、予算管理

・関係機関との連絡、調整

・近隣自治体との情報共有

・広報等

○部活動に準拠した活動を行える体制整

備を基本としているため、保護者や生徒に部

活動との違いを理解してもらうことが課題。

○教職員の人事異動が筑紫地区内で行わ

れるため、市によって指導者謝金額に差が出

ないことが望まれる。

○大野中においては、広報・周知を適宜行い、指

導者確保を含めスムーズな移行ができている。大

野城市としては、生徒のスポーツ・文化芸術活動の

保証を重点とし、週末に毎週活動を行っている部

活動については今後もすべて地域クラブ活動として

移行していく方針である。

○大野城市ホームページ内に部活

動の地域移行に関する特設ページ

を作成。

○掲載内容

・市の事業方針

・取組の内容

・国、県等の特設サイト等リンク

・活動報告 等

○筑紫地区を対象とした連絡協

議会を開催し情報共有を行ってい

る。

○担当者間で進捗状況や取組状

況について情報交換を行い、取組

内容に地域格差がでないよう調整

等を行っている。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実①

取組事項

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○市民に対しての広報活動を

重点的に行い、部活動地域移

行の取組を周知するとともに、地

域や市全体のスポーツ・文化芸

術活動の活性化を図る。

○市ホームページに「大野城市

部活動地域移行サイト」を作成

し、国や市の考え方、アンケート

調査結果、活動報告、指導者

募集等を広報した。

○市教育委員会広報誌「大野

城市の教育」特別号（令和７

年１月 市広報誌にとじ込み配

付）に部活動地域移行を取り

上げ、市民への周知を図った。

活動の詳細

市ホームページ 部活動地域移行から一部抜粋 市ホームページ 部活動地域移行から一部抜粋
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実②

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

○市民への周知は浸透しつつある。特に中学校教職員、保護者への周

知は進んでいる。県の重点地域としての指定を受けていることや、近隣地

域の中で先進的に取り組んでいることへの好意的なとらえ方が多い。

○ホームページによる発信により問い合わせもあり、他県からの視察及び

近隣市からの視察も複数件受け入れた。

○現在の指導者登録数は３0名である。令和７年１月末時点で新た

な問い合わせが６件あり、今後指導者バンクへの登録者数が増えること

が期待できる。新たな登録希望者と面談をする際、市ホームページを見

て一定の理解をしている希望者が多く、手続きをスムーズに行うことができ

る。

取組の成果

「大野城市の教育」特別号（令和７年１月）から一部抜粋

今後の課題と対応方針

○「地域で子供を育てる」という機運を高め、持続可能な取組として発

展させていくことが求められる。そのために、新しい情報を求める人へ迅速

に提供していくことが必要である。ホームページ等の頻繁な更新のみなら

ず、連絡アプリを活用した生徒・保護者への練習や試合結果等の報告

も充実させていきたい。
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2.実証内容と成果

取組内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等①

○許容参加費用について保護者

意識調査を行う。（P16資料）

○部活動実施に係る費用を把握し、

適切な参加費の設定に向けた検討

資料を準備する。（P17資料）

○企業版ふるさと納税の活用につい

て検討する。

○連絡アプリ利用における企業還

元について検討する。(P12参照)

取組事項 持続的な運営に必要な受益者負担額の試算のための資料

部活動地域移行に向けた保護者意識調査より一部抜粋 令和5年12月大野城市教育委員会実施

成果と今後の課題

○令和8年度から受益者負担を始

める計画のもと、令和7年度にこれ

までの資料を基に受益者負担額の

本格検討に入る予定である。

○検討課題

・参加費用額設定

・参加費用を一律にするか

・部活動・クラブ費用の使い分け

・クラブ費用管理方法
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2.実証内容と成果

取組内容

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等②

持続的な運営に必要な受益者負担額の試算のための資料

令和５年度部活動の設置・活動状況等調査 大野城市教育委員会実施（大野中学校）から一部抜粋
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

今後の課題と対応方針

○規則とガイドラインに原則学校施設を使うことが明記されており、生徒

は平日の部活動、そしてこれまでの休日の部活動と同じ感覚でスムーズに

地域移行に対応することができた。

○休日のクラブ活動の際には、活動が始まる時点で必ずコーディネーター

が学校内に駐在しているのでクラブ運営に支障をきたすことはなかった。

○部活動と同様に学校備品を使用することができるので、生徒の活動が

保障されスポーツ・文化芸術活動の楽しさの体感につながった。

○教職員でない指導者が主任指導者を務めるクラブについても、コーディ

ネーターが施設管理を行うことで学校側に安心感が生まれた。

取組の成果

○現在のところ、地域クラブが学校施設を使う場合は減免制度が適用さ

れ、施設使用料は発生していない。また、午後７時までは学校施設は学

校が優先的に使用できるため地域クラブ活動もそれに準じて優先的に使

用できている。今後、平日の部活動地域移行の検討が必要になった場合

この仕組みを抜本的に見直す必要に迫られる可能性がある。受益者負担

を増やさない仕組みの改善が求められる。

○学校の施設・設備・備品等を使用して、地域スポーツクラブ活動を実施

する際の利用ルール（施設・設備・備品等の利用範囲や破損・紛失した

場合の対応、施設の開閉手段・方法を含む）を策定する。

・学校体育施設の管理運営の指定管理者制度や業務管理委託を導入

し、指定管理者や受託者が運営団体・実施主体となって地域スポーツクラ

ブ活動を実施する仕組みを策定する。

【大野城市地域クラブ活動事業実施規則】（一部抜粋）
〈第５条 〉クラブ活動は、原則としてクラブが置かれている中学校の学校施設内で実
施するものとする。ただし、大会参加等により当該学校施設外で実施する必要がある
場合は、この限りでない。
〈第７条 〉実行委員会は、事業を円滑かつ効果的に実施するため、各中学校に
コーディネーターを２人、事務局に統括コーディネーターを１人配置するものとする。
２ コーディネーターは、次に掲げる事項を行うものとする。
(２) 学校施設及び物品の使用管理に関すること。
【大野城市地域クラブ活動ガイドライン】（一部抜粋）
４ 地域クラブ活動の管理について
（１）学校施設の利用・管理
学校施設の利用については、コーディネーター２名で鍵を管理し、確実に施錠の確
認を行う。また、学校施設の利用にあたっては、保健室、音楽室等の校舎内の施設
を使用する場合、許可された場所以外に入ることがないよう指導・管理を徹底する。
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総括・成果と課題

2.実証内容と成果①

●総括及び成果

大野城市地域クラブ活動実行委員会での協議や、各関係機関や現場

コーディネーターからの報告、アンケート調査の結果から、課題として以下

の点を、試行を通して検討・改善していく必要がある。

○活動内容に関する事項

・複数校での試行開始に伴う、合同実施、他校のクラブへの参加の検

討

・保護者と指導者等の連絡アプリの導入検討

・活動場所が競合する種目の活動場所の確保

○運営に関する事項

・自主財源の確保及び参加者負担額の検討（試行期間中は、原則

負担なし）

・参加者負担に関わる低所得者支援の検討。

・指導者の資格や質の確保、教育的指導に対する理解等、指導者研

修等の体制整備

●課題

○当初方針を見直した点

・地域クラブ活動は、部活動の活動がベースとなるため、未経験者等の

途中参加は当初から参加している生徒に混乱が生じるおそれがあるた

め、当面の間は部活動入部者を参加対象とした。

・指導者の登録及び配置、謝金について、主任指導者と補助指導者

各１名の合計２名体制としていたが、欠席時の対応や、地域指導者

の参入に柔軟に対応し、参加者数や種目の特性に応じて指導者を配

置できるよう、指導者の配置基準を見直した。

・教職員の指導者登録については、生徒の心情を考慮し、当面の間、

顧問を担当している種目に制限した。

○活動内容

・部活動として行っていた、大野中学校における練習はもちろん、他校

との合同練習、練習試合等についても部活動同様に行えている。

・種目によっては、部活動顧問が兼職兼業にて継続して指導しており、

指導体制が変わっていない種目もある、地域指導者が主任指導者を

担っている種目や、複数名の地域指導者が参入している種目等、多

様な活動体制で試行を行えている。

・専門外の顧問の教職員のみで指導した部活動に、競技経験のある

地域指導者が参入した種目があり、平日の部活動でも指導するなど、

指導の幅が広がっている。
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2.実証内容と成果②

アンケート結果・参加者の声

●アンケート結果

○試行開始に伴う教職員の効果検証

大野城市地域クラブ活動 教職員用アンケート結果より一部抜粋（Ｒ６年11月地域クラブ活動実行委員会実施：回答者数 20名）

【考察】

・アンケート結果から現状は教職員の半数
以上が地域クラブ活動の指導に参加してい
ることがわかる。

・指導に参加している教職員よりも参加して
いない教職員の方が地域クラブ活動の活動
を良い活動だと評価しており、参加している
教職員からは、平日と同様の顧問が行う場
合、連絡や事務の手間が増える、生徒の為
に参加せざるを得ない現状があるといった意
見があった。

・教員の働き方改革については、全体の
65％が良い取組と評価しており、事業開始
当初としては一定の評価を得ていると考える。
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2.実証内容と成果③

アンケート結果・参加者の声

●アンケート結果

○試行開始に伴う生徒の効果検証

大野城市地域クラブ活動 生徒用アンケート結果より一部抜粋（Ｒ６年11月地域クラブ活動実行委員会実施：回答者数 249名）

【考察】

・アンケート結果から、地域クラブ活動に参
加している生徒の73％は部活動と活動は
変わらないと評価しており、20％が部活動よ
り良くなったと評価している。

・変わらないという評価が多いのは、スムーズ
な地域移行ができたととらえる。

・部活動より良くなったと思う理由は、指導
者が増えたことや、専門的指導が受けられる
ようになったという指導に関する内容が89％

を占めている。

・部活動に入部していない生徒のうち、
15％は地域クラブ活動に参加してみたい、
50％はどちらともいえないという回答で、部
活動生以外にも参加の可能性があるという
結果になった。
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2.実証内容と成果④

アンケート結果・参加者の声

●アンケート結果

○試行開始に伴う保護者の効果検証

大野城市地域クラブ活動 保護者用アンケート結果より一部抜粋（Ｒ６年11月地域クラブ活動実行委員会実施：回答者数 169名）

【考察】

・アンケート結果から、保護者の75％は部
活動と活動は変わらないと評価しており、
15％が部活動より良くなったと評価している。

・変わらないという評価が多いのは、スムーズ
な地域移行ができたととらえる。

・部活動より良くなったと思う理由は、指導
者が増えたことや、専門的指導が受けられる
ようになったという指導に関する内容が95％
を占めており、生徒と同じ意見であることがわ

かった。
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参考資料（活動写真）

2.実証内容と成果⑤
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地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

令和４年度

検討開始
教職員意識調
査

学校現場との調
整
生徒、保護者へ
の説明

令和５年度 令和６年度 令和７年度

関係各課、関
係団体で方針
案の検討

アンケート調査
の実施（児
童・生徒・保護
者・教員）

地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動
の拡大

【令和４年度】

●ステークホルダー

学校、市長部局、教育委員会

●経過

部活動地域移行を始めるにあたって、まず

市内中学校教職員の意識調査を行い、部

活動の意義と実施にあたっての課題を把握

した。

●明らかになった方向性

約８割の教職員が「生徒の居場所や絆づく

りの場として部活動が役立っている」と答える

一方、「休日の部活動指導や専門外の種

目への指導に負担を感じる」という回答も約

５割にのぼり、現状を維持できる地域移行

と働き方改革の視点を確認した。

【令和５年度】

●ステークホルダー

学校、市長部局、教育委員会、市スポーツ協
会、文化連盟、スポーツ推進委員

●経過

意識調査対象を生徒・保護者にも広げ、試

行の具体化を検討。

●実施にあたって生じた課題

試行対象を指導者の確保が見込める等、地

域移行が容易な競技に限定するか、学校を

限定し、すべての部活動移行を考えるかについ

て検討。

●実施内容、工夫した点 等

アンケート結果等をもとに関係団体と協議、検

討のうえ、市としての方針を策定。問題点を洗

い出すため、種目を特定せず、休日の全部活

動を試行対象とした。

【令和６年度】

●ステークホルダー

学校、市長部局、教育委員会、市スポーツ
協会、文化連盟、スポーツ推進委員、生徒
及び保護者

●経過

事務局と距離が近く、連絡が容易、市内

中規模校である等の理由により大野中休

日の全部活動を対象に試行実施。

●実施にあたって生じた課題

方針決定、実行委員会立ち上げ等から試

行開始（８月）までの期間が短い。

●実施内容、工夫した点 等

大野城市スポーツ協会役員、小学校長経

験者である人材を統括コーディネーターとし

て採用し、関係団体や諸課題解決を図っ

た。
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性

「部活動の地域移行に関する方針」より一部抜粋 令和６年５月大野城市教育委員会作成 ※クラブ数・参加数・指導者には文化芸術系クラブを含む
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